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１ はじめに

海上保安庁海洋情報部では，東大生産技術研究所

との技術協力の下，キネマティックGPS（KGPS）と

音響測距の組み合わせ方式による海底地殻変動観測

の技術開発及び海底基準点の展開を行っている（浅

田・矢吹，２００１）．

本稿では海底基準点「宮城沖１」および「宮城沖

２」において実施された観測データを用いて，測量

船のマストに設置したGPSアンテナ（マスト局）を

用いて海底基準点の位置決定を行った場合の局位置

解への影響について考察する．

２ 船上局アンテナとマスト局アンテナの特徴

現在海上保安庁の測量船「明洋」および「海洋」

では，海底地殻観測の実施の際には船尾ブルワーク

に全長約８mの堅牢な支柱を設置して，上部にGPS

アンテナ（船上局アンテナ），下部に音響トランス

デューサを配置している（第１図）．KGPS解析によ

り決定された船上局アンテナの地理座標値を基に音

響トランスデューサまでの位置を決定するために

は，支柱によって結ばれる相対位置関係に慣性GPS

ジャイロによって得られた動揺計測値を加味して補

正を行う必要がある．現在の支柱を用いた設置方法

は，音響トランスデューサとGPSアンテナとの間が

短距離でかつほぼ同一鉛直線上にあるため，この相

対位置関係の定量が容易であるほか，動揺計測値の

誤差が補正量に及ぼす影響が比較的小さくすむ．こ

のことから音響トランスデューサの位置決定精度，

ひいては海底基準点の位置決定精度の向上に有利で

ある．

一方，船上局アンテナは，測量船上の船橋をはじ

めとする構造物に衛星が遮られる方位が生じたり，

ギャロスを用いてCTD観測を実施する際には衛星

受信が途切れたりというように，視界条件の面で不

利である．これを回避するには支柱を長くしてGPS

アンテナをより高いところに設置するという選択も

第１図 海底地殻変動観測システム
Fig.１ Schematic image of the seafloor geodetic

observation system.
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あるが，支柱の振動，しなり等の増大による精度劣

化や設置の安全性などが問題になると予想される．

対処の一つとして，測量船「海洋」においては，

船上局アンテナとは別に上部船橋甲板に立てられた

マストの上部にGPSアンテナ（マスト局アンテ

ナ）を設置してデータ収録を行っている．このアン

テナは船上局アンテナより約１５m高い位置にあるた

め，周囲に遮蔽物がほとんどなく，視界条件の面で

大変有利である．ただし音響トランスデューサから

みて斜距離約４０mにおよぶ離心となるが，このこと

が海底基準点の位置決定精度に及ぼす影響はこれま

で検討されていない．

マスト局アンテナの利用可能性を検討することに

は２つの目的がある．第一には，船上局アンテナの

データ取得状況が芳しくなかった場合に，マスト局

アンテナによって取得されたデータによってこれを

補完することができるかを確認しておくことであ

る．第二には，将来音響トランスデューサが船底装

備された場合，必然的にGPSアンテナは離心される

こととなるが，その際のGPSアンテナの設置条件や

位置決定精度への影響といった問題点を抽出してお

くことである．

３ マスト局アンテナを利用した局位置解析の方法

３．１ マスト局直結

もっとも単純な方法は，陸上基準点－マスト局ア

ンテナ間でKGPS解析を行い，マスト局アンテナ－

音響トランスデューサ間の相対位置関係を直接結合

するというものである（第２図）．この方法は，GPS

アンテナ－音響トランスデューサ間の相対位置関係

の値が異なるほかは，データ解析上従来の方法と全

く同じである．この方法の欠点としては，機器を据

えつけた船体やその他の構造物の振動やねじれなど

による相対位置関係の不安定性が海底基準点の位置

決定精度に悪影響を及ぼす可能性が挙げられる．

この方法による局位置解析を試行するにあたり，

マスト局アンテナ－音響トランスデューサ間の相対

位置関係を決定する必要があることから，２００５年８

月６日１２時１５分～８日１２時５７分にかけて塩竃港に停

泊中の測量船「海洋」のマスト局と船上局において

GPSデータを収録し，同時に慣性GPSジャイロによ

る動揺データを収録した．毎正時にデータを分割

し，Trimble Geomatics Office（TGO）を用いてスタ

ティック解析を行った．この結果４９エポックの基線

解析が行われ，そのうちTGOにより合格と判定さ

れたものは１２エポックであった．船上の基線はもと

より潮汐や波浪の影響を受けて常時動揺しているた

め，動揺の小さい時間帯の解のみが合格したものと

考えられる．

マスト局・船上局間の相対位置関係は，船体に固

定された前後・左右・上下の座標系で定義される．

このため，各エポックにおける動揺データの平均値

を用いて基線ベクトルの換算を行い，既に実測され

ている船上局－音響トランスデューサ間のベクトル

を足しあわせて，マスト局アンテナ－音響トランス

デューサ間を求めた．結果は第１表に示される通り

である．この相対位置関係は数cmの精度を持つと

考えられる．

３．２ 船上局・マスト局KGPS結合

３．１とは異なり従来の船上局アンテナを併用する

こととなるが，陸上基準点－マスト局アンテナおよ

びマスト局アンテナ－船上局アンテナの２つの基線

第２図 マスト局直結による局位置の決定．
Fig.２ Determination of station positions by way

of direct positioning of the GPS antenna on
the mast.
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を連結してKGPS解析し，船上局アンテナ－音響ト

ランスデューサ間の相対位置関係を結合する方法が

考えられる（第３図）．船上局アンテナを介するこ

とにより，マスト局－船上局間の相対位置関係の変

動（マスト局アンテナの振動や船体の伸縮，ねじれ

などが考えられる）がある場合にも，KGPS解析の

精度の範囲内で補償されるという点で３．１の方法よ

りも有利である．但し，元々船上局アンテナのデー

タ取得状況が優れているときには，基線を連結する

ことにより，かえって短基線の場合よりも位置決定

の誤差が累積される可能性もある．半面，船上局の

視界条件がマスト局より劣っていることが原因で船

上局アンテナで得られるGPSデータの品質が長基

線KGPS解析に適さない場合には，マスト局を介し

て基線を連結することによって，トランスデューサ

の位置決定精度がある程度改善されることが期待で

きる．

ともに移動局であるマスト局アンテナと船上局ア

ンテナを結ぶKGPS解析には，通常の長基線KGPS

解析にも使用している「IT」（Colombo，１９９８）をこ

の目的に合わせて矢吹が変更したソフトウェアを使

用した．

４ 結果の比較と検討

船上局アンテナを使用した従来の局位置解析（A）

に加えて，マスト局直結（B）および船上局・マスト

局KGPS結合（C）による解析を試行し，解の比較を

行った．局位置解析には藤田ほか（２００４）によるソ

フトウェア「SGOBS V２．１０」を用いた．

「宮城沖１」海底基準点における２００５年７月１日

から４日までの観測データを用いた解析結果をプ

ロットしたものを第４図に示す．この図において，

４日間データ全てを用いた解（全日解）を大きいシ

ンボルで，１日毎のサブセットを用いて解析した解

（１日解）を小さいシンボルで表示している．この結

果を比較すると，１日解でばらつきがやや見られる

ものの，全日解は３つの解析方法の間で２cm程度

の範囲に収まっている．これは，通常の解析におけ

る解がこれまでの実績から数cmの再現性を示して

いることを考慮すると，通常のばらつきの範囲内と

いえる．観測データ数と各解析における走時残差は

第２表のとおりであるが，３つの解析方法の間で走

時残差は同水準にあるといえる．

一方，「宮城沖２」海底基準点における２００５年６

月３日から７日までの観測データを用いた同様の解

析結果のプロットを第５図に示す．この結果による

と，（A）と（C）の全日解の差は２cm程度に収まっ

第１表 マスト局アンテナ・音響トランスデューサ間の相
対位置関係の計測結果．

Table１ Measurement of positional difference between the
GPS antennas on the mast and the acoustic
transducer.

観測時間（JST） 右舷方向（m）船首方向（m） 下方向（m）
８月６日 ０９：００－１０：００ －０．６３６ －３２．２８４ ２３．６９８

１１：００－１２：００ －０．６２６ －３２．２８２ ２３．６９０

１２：００－１３：００ －０．５９３ －３２．２８０ ２３．６９８

１８：００－１９：００ －０．６１１ －３２．２７３ ２３．７０８

８月７日 ０９：００－１０：００ －０．６５３ －３２．２９２ ２３．６８６

１０：００－１１：００ －０．６１０ －３２．２８７ ２３．６９２

１２：００－１３：００ －０．６１８ －３２．２８５ ２３．６９２

１３：００－１４：００ －０．６５３ －３２．２８１ ２３．６９６

１４：００－１５：００ －０．７０４ －３２．２８０ ２３．６９５

１５：００－１６：００ －０．６７４ －３２．２８３ ２３．７０９

１６：００－１７：００ －０．６１３ －３２．２８１ ２３．７００

１７：００－１８：００ －０．６２４ －３２．２７９ ２３．７０３

平均 －０．６３５ －３２．２８２ ２３．６９７

標準偏差 ０．０３０ ０．００４ ０．００７

第３図 船上局・マスト局KGPS結合による局位
置の決定．

Fig．３ Determination of station positions con-
nected by roving KGPS baseline between
GPS antennas on the pole and the mast.
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ている半面，（B）による解は３５cm程度と大幅に外

れた解が求められた．

（B）による例のうち片方で局位置解が大きく外

れた原因は，支柱の船尾への設置方法にあると推測

される．現在の我々の観測方法では，音響トランス

デューサと動揺センサーが取りつけられた支柱を船

尾のブルワークに固定する際に，船首・船尾方向に

対する直交性に対して特に注意を払っていない．こ

れは，船上局アンテナを用いた通常解析においては

GPSアンテナ・慣性GPSジャイロ・音響トランス

デューサの位置関係は支柱によって結ばれた閉じた

系となっており，支柱自体の変形（しなり等）が無

視できる水準であれば，得られる局位置解は支柱の

設置状況に依存しないからである．

少々乱暴な仮定ではあるが，試みに（B’）として，

ヘディングの計測値に１．２度のバイアスを与えて

（B）と同じ解析を行うと第６図のような結果とな

り，（A）および（C）の解との差は約３cm以内と充

分に近い結果が得られる．

観測データ数と各解析における走時残差は第３表

のとおりである．（A）と（C）の走時残差は同水準

にある一方で（B）の走時残差は極端に大きいが，ヘ

ディング計測値にバイアスを仮定した（B’）では

（A）および（C）の水準に大幅に近づいている．何ら

第２表 観測データ数と３つの解析方法による局位置決定
後の走時残差の比較．宮城沖１における７月１日～
４日の観測の例．

Table２ Numbers of observed data and comparison of
travel time residuals after determination of station
positions by three ways of analysis, in the case of
observation at the site 'off Miyagi' in July １-４,
２００５.

全日解
１日解

７月１日 ７月２日 ７月３日 ７月４日

観測データ数 ５３２１ １３０２ １３２０ １３００ １３９９

走時残差の
RMS（ms）

（A） ０．０８５７ ０．０８１０ ０．０７５５ ０．０６７２ ０．０７８８

（B） ０．０８２４ ０．０８０４ ０．０７５１ ０．０７０５ ０．０７８１

（C） ０．０８５７ ０．０８０９ ０．０７５９ ０．０５９１ ０．０７８９

第４図 ３種類の解析方法（A），（B），（C）により
決定された局位置の比較．宮城沖１におけ
る７月１日～４日の観測の例．

Fig.４ Comparison of determined station positions
by three ways of analysis,（A）,（B）,（C）,
in the case of observation at the site 'off
Miyagi' in July１-４,２００５.

第５図 第４図と同様の比較．宮城沖２における６
月３日～７日の観測データの場合．

Fig.５ The same comparison as that of Fig.４,in
the case of observation at the site 'off Miy-
agi West' in June３to７,２００５.
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かの方法でロール・ピッチ成分にも同様のバイアス

を推定すれば，さらに改善される可能性があろう．

今回考慮した支柱の船尾への据え付けに伴うバイ

アスは観測装置の艤装の都度変化するのが自然であ

り，第４図の事例（７月・宮城沖１）はバイアスが

たまたま０に近かったケースであったと考えられ

る．

堅牢な支柱による「閉じた系」を構築する現行の

観測と解析方法（A）は上記のような問題点に対し

ては有利に働くことを示しているが，将来音響トラ

ンスデューサの船底装備が実現した場合には，慣性

GPSジャイロの据え付けに十分な精度を確保する，

もしくは動揺計測値に与えるバイアスを精度よく決

定するなどの対処が必要となろう．

本稿の検討では，マストや船体の１日に満たない

短周期の影響を評価することはできないため，今後

さらなる検討が必要であるが，これまでに見た局位

置解や残差の値から判断する限りにおいては重大な

影響はなかったと見られる．

５ まとめ

船上局・マスト局KGPS結合（C）による局位置

解は，通常解析と比較して大変近い挙動を示す．船

上局における通常のKGPS測位を補完するものとし

て使用できる可能性が高い．

一方，マスト局直結（B）による局位置解は，現状

の観測システムでは支柱の据え付け精度に大きく影

響を受けるが，据え付け精度を確保する，あるいは

動揺計測値のバイアスを決定することができれば通

常解析と比較して遜色のない局位置解を得られる可

能性がある．

謝辞：KGPS解析にはNASA/GSFC Colombo博士

開発のソフトウェア ITを用いた．KGPS陸上基準点

の一部は，国土地理院より電子基準点１秒データを

提供いただいている．記して感謝します．
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第３表 観測データ数と４つの解析方法（A）, （B）, （B'）,
（C）による局位置決定後の走時残差の比較．宮城沖
２における６月３日～７日の観測の例．

Table３ Amount of observed data and comparison of
travel time residuals after determination of station
positions by four ways of analysis,（A）,（B）,（B'）,
（C）, in the case of observation at the site 'off Mi-
yagi West' in June３-７,２００５.

全日解
１日解

６月３日 ６月４日 ６月５日 ６月６日 ６月７日

測距データ数 ５８１７ １１９２ ９８１ １０５０ １３８２ １２１２

走時残差の
RMS（ms）

（A）０．０７６２ ０．０６００ ０．０６９８ ０．０７７５ ０．０８３５ ０．０６５５

（B）０．２２６８ ０．０８１４ ０．１１７７ ０．０７２９ ０．０９２５ ０．２１４２

（B’）０．０７９５ ０．０６０９ ０．０６８１ ０．０７３５ ０．０８５６ ０．０７４６

（C）０．０７３３ ０．０５８４ ０．０６８５ ０．０８１７ ０．０８３８ ０．０６５７

第６図 第５図の（B）に代えてヘディングに１．２度
のバイアスを与えて解析した結果（B'）の
比較．

Fig.６ The same comparison as that of Fig. ５but
adopting １．２ deg of heading bias to the
analysis（B）, labeled as（B'）.
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